
国土強靱化年次計画2019（案）の概要

 国土強靱化基本計画に基づき、45のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑごとに当該年度に取り組むべき主要施策等をとりまとめ。

 定量的な指標により進捗を管理し、PDCAｻｲｸﾙにより、施策の着実な推進を図る。

１．年次計画とは

２．“年次計画2019”のポイント

１）令和元年度に取り組むべき主要施策を設定
■堤防やﾀﾞﾑ、排水施設の整備、機能強化等の事前防災対策
■重要施設や避難地、避難路の保全のための土砂災害対策
■住宅、学校、道路橋梁、水道施設、農業水利施設等の耐震化 等

２）災害の教訓、技術の進展等を踏まえ新たな取組を追加
■｢水防災意識社会｣の再構築に向けた関係機関の連携強化
■中小企業・小規模事業者の事前の防災・減災対策の促進
■予測需給均衡度に基づく都道府県の医療ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成
■無電柱化に対する支援 等

３）民間、地方、国際貢献の取組を推進

（１）プログラム推進のための施策の充実

（３）３か年緊急対策の進捗管理

（２）指標の充実によるPDCAの強化

項 目

【国交】多数の者が利用する
建築物の耐震化率

【厚労】上水道の基幹管路の
耐震適合率

【農水】ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等ｿﾌﾄ対策を
実施した防災重点ため池の割合

(例)

国土強靱化基本計画見直し(平成30年12月)後、最初の年次計画。内容を刷新。

②令和元年度までの成果事例（見込み）
 緊急点検の結果、学校施設等のブロック塀等の安全対策が必要な箇所1,000㎞

を完了
 車載型の携帯電話基地局等150台の増設を完了し、昨年度と同規模の災害でも

市町村役場における通信サービスを維持
 災害拠点病院等の診療機能の３日程度維持するため、非常用自家発電設備

125箇所の整備に着手、来年度までに完了
 本年度までに約49万kW分、来年度までに約55万kW分の分散型電源等を導入

し、エネルギー需給構造を強靱化
 本年度までに航空輸送上重要な６空港の浸水対策や３空港の耐震対策に着手

し、来年度までに完了

１）重要業績指標（KPI) をさらに充実（昨年度115→183）
２）ベンチマーク指標を導入し、国土強靱化全般の進捗を評価

(2013) 85
(2020)

95

現状値 目標値

(2017) 39 (2022) 50

（％）

(2017) 73
(2020)
100

１

資料 １

１）事業費ベースの進捗状況（見込み）
制度改正等も活用し対策を着実に実施
本年度までの事業規模の見込み

約５兆円／約７兆円 （約７割）

２）１６０項目別の箇所数ベースで進捗を把握
①令和元年度までに目標達成予定の緊急対策

35項目完了見込み
（10項目前倒し完了見込み）



２

（参考） 「３か年緊急対策」の成果事例－１
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（参考） 「３か年緊急対策」の成果事例－２
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（参考） 「３か年緊急対策」の成果事例－３
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（参考） 「３か年緊急対策」の成果事例－４



６

（参考） 「３か年緊急対策」の成果事例－５


